
進捗状況報告書

体系 3-1-1

所管課 財政課

年度 年度計画

A

収支想定について、 よ り 実情に即し たも のと する ため、 令和元

年度決算に基づく 適正な修正を行い、 ホームページにおいて掲

載し た。

ま た、 広報紙において「 実質公債費率」 「 将来負担率」 の財政

指標を公表し 、 県内他市と の比較、 解説を掲載し 、 わかり やす

い情報の提供に取り 組んだ。

ま た、 「 経常収支比率」 「 財政力指数」 の指標を公表し た。

（ 令和元年度決算）

経常収支比率    87.6％

実質公債費比率   1.8％

将来負担比率  ▲54.6％

起債残高     381億円

財 政

効果額

A

収支想定について、 よ り 実情に即し たも のと する ため、 令和２

年度決算に基づき 、 第４ 次下野市長 期財政健全化計画を策定し

修正し た。

ま た、 広報紙において「 実質公債費率」 「 将来負担率」 の財政

指標を公表し 、 県内他市と の比較、 解説を掲載し 、 わかり やす

い情報の提供に取り 組んだ。

ま た、 「 経常収支比率」 「 財政力指数」 の指標を公表し た。

（ 令和2年度決算）

経常収支比率    85.1％

実質公債費比率   1.6％

将来負担比率  ▲54.7％

起債残高     381億円

財 政

効果額

A

収支想定と 令和3年度決算の比較、 検証を行い、 次年度予算要求

に係る 対応について検討し た。

広報紙において「 実質公債費率」 「 将来負担率」 の財政指標を

公表し 、 県内他市と の比較、 解説を掲載し 、 わかり やすい情報

の提供に取り 組んだ。

ま た、 「 経常収支比率」 「 財政力指数」 の指標を公表し た。

（ 令和3年度決算）

経常収支比率    84.5％

実質公債費比率   2.1％

将来負担比率  ▲39.8％

起債残高     386億円

財 政

効果額

R4 ⇓

「 下野市長 期財政健全

化計画」 を実情に基づ

く 適正な修正を行い、

健全財政運営の堅持に

努める 。

ま た、 「 実質公債費

率」 「 将来負担比率」

等の指標を広報紙に掲

載し 、 ま た、 県内他市

と の比較も 掲載する 。

R3 ⇓

「 下野市長 期財政健全

化計画」 を実情に基づ

く 適正な修正を行い、

健全財政運営の堅持に

努める 。

ま た、 「 実質公債費

率」 「 将来負担比率」

等の指標を広報紙に掲

載し 、 ま た、 県内他市

と の比較も 掲載する 。

課題
将来にわたり 堅実な財政構造の構築と 財政運営の長 期的安定の確保を目指す必要があり ま

す。

実施

項目

財政健全化に

向けた計画の

定期的な見直

し と 財政指標

の公表

内容

財政運営の指針と なる 財政計画については、 「 下野市長 期財政健全化計画」 に基づき 、 長

期的な展望に立って限ら れた財源の効果的な適用が図ら れる よ う 定期的な見直し を行いま

す。

ま た、 財政運営の状況や健全性を示す財政指標についても 、 分かり やすく 公表し ま す。

取組内容 進捗状況

R2 実施

「 下野市長 期財政健全

化計画」 を実情に基づ

く 適正な修正を行い、

健全財政運営の堅持に

努める 。

ま た、 「 実質公債費

率」 「 将来負担比率」

等の指標を広報紙に掲

載し 、 ま た、 県内他市

と の比較も 掲載する 。
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進捗状況報告書

A

収支想定と 令和4年度決算の比較、 検証を行い、 次年度予算編成

方針の策定に取り 組んだ。

広報紙において「 実質公債費率」 「 将来負担率」 の財政指標を

公表し 、 県内他市と の比較、 解説を掲載し 、 わかり やすい情報

の提供に取り 組んだ。

ま た、 「 経常収支比率」 「 財政力指数」 の指標を公表し た。

（ 令和4年度決算）

経常収支比率    89.8％

実質公債費比率   2.9％

将来負担比率  ▲42.6％

起債残高     362億円

財 政

効果額

A

収支想定と 令和5年度決算の比較、 検証を行い、 次年度予算編成

方針の策定に取り 組んだ。

広報紙において「 実質公債費比率」 「 将来負担比率」 の財政指

標を公表し 、 県内他市と の比較、 解説を掲載し 、 わかり やすい

情報の提供に取り 組んだ。

ま た、 「 経常収支比率」 「 財政力指数」 の指標を公表し た。

（ 令和5年度決算）

経常収支比率    93.5％

実質公債費比率   4.0％

将来負担比率  ▲34.7％

起債残高     338億円

財 政

効果額

財 政

効果額

R6 ⇓

令和５ 年度決算につい

て分析を行い、 「 下野

市長 期財政健全化計

画」 の収支想定と 比

較、 検証のう え、 健全

財政運営の堅持に努め

る 。

ま た、 「 実質公債費

率」 「 将来負担比率」

等の指標を広報紙に掲

載し 、 ま た、 県内他市

と の比較も 掲載する 。

R7 ⇓

令和６ 年度決算につい

て分析を行い、 「 下野

市長 期財政健全化計

画」 の収支想定と 比

較、 検証のう え、 健全

財政運営の堅持に努め

る 。

ま た、 「 実質公債費比

率」 「 将来負担比率」

等の指標を広報紙に掲

載する 。

R5 ⇓

令和4年度決算について

分析を行い、 「 下野市

長 期財政健全化計画」

の収支想定と 比較、 検

証のう え、 健全財政運

営の堅持に努める 。

ま た、 「 実質公債費

率」 「 将来負担比率」

等の指標を広報紙に掲

載し 、 ま た、 県内他市

と の比較も 掲載する 。
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進捗状況報告書

体系 3-1-2

所管課 財政課

年度 年度計画

A

予算編成は、 「 第二次下野市総合計画 後期基本計画」 を 軸と

し 、 コ ロ ナ禍における 「 新たな生活様式」 への対応や次のス

テージに進むべく 諸施策に取り 組みつつ、 財政健全化計画の遵

守によ る 健全財政を 堅持すべく 編成し た。

令和３ 年度の予算編成方針における 「 査定の重点ポイ ン ト は」

は次のと おり 設定し た。

①総合計画と 総合戦略の実行に向けた予算要求

②「 新たな生活様式」 の実現に向けた取組

③投資的経費（ 一般財源分） の枠配分によ る 計画的な執行

④経常枠内経費（ 一般財源分） の枠配分によ る 2％削減

⑤扶助費関連の支出の見直し

⑥イ ン セン ティ ブ予算制度の継続実施

⑦重点査定費目

財 政

効果額

A

予算編成は、 「 第二次下野市総合計画 後期基本計画」 を 軸と

し 、 コ ロ ナ禍における 「 新たな生活様式」 への対応や次のス

テージに進むべく 諸施策に取り 組みつつ、 財政健全化計画の遵

守によ る 健全財政を 堅持すべく 編成し た。

令和４ 年度の予算編成方針における 「 査定の重点ポイ ン ト は」

は次のと おり 設定し た。

①総合計画と 総合戦略の実行に向けた予算要求

②投資的経費（ 一般財源分） の枠配分によ る 計画的な執行

③経常枠内経費（ 一般財源分） の枠配分によ る 3％削減

④扶助費関連の支出の見直し

⑤イ ン セン ティ ブ予算制度の継続実施

⑥重点査定費目

財 政

効果額

A

予算編成は、 「 第二次下野市総合計画 後期基本計画」 及び市

長 公約を 軸と し 、 多様化する 市民ニーズ、 アフ タ ーコ ロ ナ、 原

油価格・ 物価高騰など 社会・ 経済状況の変化に対応し つつも 、

健全財政を 堅持すべく 編成し た。

令和５ 年度の予算編成方針における 「 査定の重点ポイ ン ト 」 は

次のと おり 設定し た。

①総合計画と 総合戦略の実行に向けた予算要求

②投資的経費（ 一般財源分） の枠配分によ る 計画的な執行

③経常枠内経費（ 一般財源分） の枠配分によ る 3％削減

④扶助費関連の支出の見直し

⑤イ ン セン ティ ブ予算制度の継続実施

⑥重点査定費目

財 政

効果額

R4 ⇓

「 第二次下野市総合計画

後期基本計画」 に定める 重

点プロ ジェ ク ト の実現に向

けた令和５ 年度の予算編成

方針を策定し 、 実施事業の

取捨選択や投資的経費の計

画的執行を調整し ながら 、

予算措置を行う 。

ま た、 枠内配分設定を継続

し て実施し ながら 、 個別査

定も 重視し ていく 。

R3 ⇓

「 第二次下野市総合計画

後期基本計画」 に定める 重

点プロ ジェ ク ト の実現に向

けた令和４ 年度の予算編成

方針を策定し 、 実施事業の

取捨選択や投資的経費の計

画的執行を調整し ながら 、

予算措置を行う 。

ま た、 枠内配分設定を継続

し て実施し ながら 、 個別査

定も 重視し ていく 。

課題

普通交付税算定が一本算定になり 、 交付税措置が高い合併特例債発行も 終了する こ と

から 交付税額が下がる ので、 新たな財源確保の検討と と も に、 更なる 事務事業の見直

し を行う 必要があり ま す。実施

項目

予算査定の

改革

内容
政策横断的な視点によ る 事業の取捨選択や優先度設定、 こ れに基づく 予算査定を実施

し 、 政策的な観点によ る 予算措置の重点化と 財政の健全性維持の両立を目指し ま す。

取組内容 進捗状況

R2 実施

「 第二次下野市総合計画後

期基本計画」 が反映でき る

よ う Ｒ 3年度の予算編成方

針を策定し 、 実施事業の取

捨選択や投資的経費の計画

的執行を調整し ながら 、 予

算措置を行う 。

ま た、 枠内配分設定を継続

し て実施し ながら 、 個別査

定も 重視し ていく 。
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進捗状況報告書

A

予算編成は、 「 総合計画」 における ３ つのプロ ジェ ク ト 及び

「 総合戦略」 の４ つの基本目標の達成に向け、 こ れま での取組

の継続、 見直し を 行いながら 編成し た。

よ り 一層の歳入確保はも と よ り 、 持続可能で堅実な財政構造を

構築する ためには「 歳出の削減」 が喫緊の課題である こ と を 踏

ま え、 「 選択と 集中」 、 「 政策効果の高い歳出への転換」 を 実

践する ため、 以下の５ 点を 基本方針と し た。

①国・ 県の予算編成や地方財政対策等の動向を 把握し 、 的確に

予算に反映さ せる こ と 。

②各部署の枠配分に収ま る よ う 、 各部・ 次・ 局長 の権限と 責任

において、 事業の優先順位化及び取捨選択を 実施する こ と 。

③国庫・ 県支出金を 充当する 事業についても 、 必要性や事業効

果を 十分に精査する こ と 。

④市単独事業は、 事務事業評価結果を 勘案し つつ、 事業継続の

必要性を 再検討する こ と 。

⑤事業目的の重要性・ 緊急性が低下し た事業に関し ては、 積極

的に縮小又は廃止を 行う こ と 。

ま た、 主査、 副主幹を 対象に、 予算編成の疑似体験を 通し て、

各部局の立場を 越えた「 対話」 によ る 事業の取捨選択など を 行

う 対話型自治体経営シミ ュ レ ーショ ン ゲーム 研修を 行っ た。 （ 9

月開催、 参加者30名）

財 政

効果額

A

予算編成は、 「 総合計画」 における ３ つのプロ ジェ ク ト 及び

「 総合戦略」 の４ つの基本目標の達成に向け、 こ れま での取組

の継続、 見直し を 行いながら 編成し た。

歳入・ 歳出の適正化や事業の選択と 集中及び優先度設定によ る

予算査定の実施を する ため、 以下の５ 点を 基本方針と し た。

①現総合計画の総仕上げ、 及び次期総合計画を 見据えた予算編

成

②事務事業の見直し

③財源の確保

④部署内マネジメ ン ト の強化

⑤公共施設等総合管理計画に基づく 取組の強化

財 政

効果額

財 政

効果額

R6 ⇓

「 第二次下野市総合計画

後期基本計画」 に定める 重

点プロ ジェ ク ト の実現に向

けた令和７ 年度の予算編成

方針を策定する 。

引き 続き 枠配分や査定方法

について研究・ 検討を行

う 。

R7 ⇓

「 第三次下野市総合計画」

に定める 重要政策の実現に

向けた令和８ 年度の予算編

成方針を策定する 。

引き 続き 枠配分や査定方法

について研究・ 検討を行

う 。

R5 ⇓

「 第二次下野市総合計画

後期基本計画」 に定める 重

点プロ ジェ ク ト の実現に向

けた令和６ 年度の予算編成

方針を策定する 。

新たな枠配分や査定方法に

ついて研究・ 検討を行う 。

併せて職員の事業の取捨選

択、 財源の再配分について

の意識の醸成のため、 職員

研修の実施について検討す

る 。
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体系 3-2-1

所管課 税務課

年度 年度計画

A

差押： 209件

捜索：  9件

徴収率（ 見込）

現年99.4％、 滞納22.6％、 計97.2％

（ 計画よ り 1.2％増） と なっ た。

〇早期の納税相談や滞納処分に着手し た。

財 政

効果額

A

差押： 190件

捜索：   11件

徴収率（ 見込）

現年99.5％、 滞納22.4％、 計97.6％

（ 計画よ り 1.5％の増）

早期の納税相談及び滞納処分の実施。

財 政

効果額

A

差押： 235件

捜索：   8件

徴収率（ 見込）

現年99.5％、 滞納21.1％、 計98.1％

（ 計画よ り 1.9％の増）

早期の納税相談及び滞納処分の実施。

財 政

効果額

A

差押： 204件

捜索：   8件

徴収率（ 見込）

現年98.8％、 滞納19.3％、 計97.5％

（ 計画よ り 1.2％の増）

早期の納税相談及び滞納処分の実施。

財 政

効果額

R4

  ↓

 徴収率

  現年： 99.3％

  滞納： 22.8％

   計： 96.2％

〇さ ら なる 市税収納率向上のた

め、 引き 続き 、 早期納税相談等

有効な取組を 実施する 。

R5

   ↓

 徴収率

  現年： 99.3％

  滞納： 22.9％

   計： 96.3％

〇市税収納率向上のため、 引き

続き 、 早期納税相談及び滞納整

理等有効な取組を 実施する 。

R3

　 　 ↓

 徴収率

  現年： 99.2％

  滞納： 22.7％

   計： 96.1％

〇さ ら なる 市税収納向上のた

め、 引き 続き 、 早期納税相談等

有効な取組を 実施する 。

課題
現年分の徴収成果が翌年の滞納繰越額に影響する こ と から 、 現年分の徴収強化

を 図り 、 滞納を つく ら せない取組が求めら れま す。実施

項目
市税収納率の向上

内容

市税収納率の向上のため次の徴収対策を 進めま す。

①早期納税相談、 電話催告、 臨戸訪問の実施。

②給与特別徴収義務者の指定強化。

③預金・ 生命保険等の財産調査早期実施、 財産差押えの早期着手によ る 適正な

滞納処分の強化。

④県地方税協働徴収担当と の協力によ る 収納強化。

⑤庁内関係課と の連携によ る 徴収体制の強化。

取組内容 進捗状況

R2

実施

徴収率

 現年： 99.2％

 滞納： 22.6％

  計： 96.0％

○さ ら なる 市税収納率向上のた

め、 引き 続き 、 早期納税相談等

有効な取組を 実施する 。
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A

差押： 354件

捜索：   9件

徴収率（ 見込）

現年99.2％、 滞納28.1％、 計97.0％

（ 計画よ り 0.6％の増）

早期の納税相談及び滞納処分の実施。

財 政

効果額

財 政

効果額

R6

  ↓

 徴収率

  現年： 99.4％

  滞納： 23.0％

   計： 96.4％

〇市税収納率向上のため、 引き

続き 、 早期納税相談及び滞納整

理等有効な取組を 実施する 。

R7

  ↓

 徴収率

  現年： 99.5％

  滞納： 23.0％

   計： 96.5％

〇市税収納率向上のため、 引き

続き 、 早期納税相談及び滞納整

理等有効な取組を 実施する 。

82



進捗状況報告書

体系 3-2-2

所管課 子育て応援課

年度 年度計画

Ａ

口座振替によ る 納付が確認でき なかっ た

際、 再振替の実施や納付書を 送付し て納付

を 促し た。

それでも なお納付が確認でき ない場合は、

督促状等の送付、 児童手当を 現金支払と し

て納付相談を 実施し 、 新たな滞納者の増加

の抑制に努めた。

保育料徴収率： 99.91％

学童保育料徴収率： 97.10％

財 政

効果額

Ａ

前年度と 同様、 口座振替によ る 納付が確認

でき なかっ た際、 再振替の実施や納付書を

送付し て納付を 促し た。

それでも なお納付が確認でき ない場合は、

督促状等の送付、 児童手当を 現金支払と し

て納付相談を 実施し 、 新たな滞納者の増加

の抑制に努めた。

保育料徴収率： 99.41％

学童保育料徴収率： 99.43％

財 政

効果額

Ａ

前年度と 同様、 口座振替の再振替の実施や

納付書送付によ り 納付を 促し た。

ま た、 督促状に加え催告書を 送付する と と

も に、 児童手当を 現金支払と し て納付相談

を 実施し 、 新たな滞納者の増加抑制に努め

た。

保育料徴収率： 99.51％

学童保育料徴収率： 99.35％

財 政

効果額

R4

       ⇓

保育料徴収率： 98.87％

学童保育料徴収率：

98.98％

新たな滞納者を 増やさ ないた

め、 引き 続き 、 現年度分の徴収

の強化に努める 。

R3

       ⇓

保育料徴収率： 98.67％

学童保育料徴収率：

98.97％

新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症の影

響によ る 未納が見込ま れる が、

受益者負担や平等性の観点か

ら 、 新たな滞納者を 増やさ ない

ため、 引き 続き 、 現年度分の徴

収の強化に努める 。

課題
保育料・ 学童保育料の滞納対策と し て、 特に、 現年度分の徴収を 強化し 、 毎年

滞納額が増えないよ う 取り 組む必要があり ま す。
実施

項目

保育料・ 学童保育料の徴

収率の向上

内容

保育料・ 学童保育料の滞納整理については、 庁内連携など 徴収体制の強化を 図

り 、 下野市保育料滞納対策実施要綱や下野市学童保育料滞納対策等マニュ アル

に基づき 実施し ま す。

ま た、 保育園や学童保育室での直接指導等を 行う と と も に、 児童手当の支給日

に合わせた納付相談・ 徴収を 実施する など 、 徴収率の向上・ 滞納額の縮減に努

めま す。

取組内容 進捗状況

R2

      実施

保育料徴収率： 98.47％

学童保育料徴収率：

98.96％

新たな滞納者を 増やさ ないた

め、 現年度分の徴収を 強化す

る 。 督促状、 催告書の発送、 児

童手当の支給日に合わせた納付

相談を 実施する 。 ま た必要に応

じ 保育園や学童保育室での直接

指導や戸別訪問等行う 。
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A

前年度と 同様に口座から の再振替や納付書

によ る 納付促進を 行い、 滞納者には督促状

及び催告書を 送付し た。 ま た、 納付困難な

場合には納付相談を 実施し 、 計画的な分納

や児童手当の現金払によ る 徴収を 行い、 滞

納者の増加抑制に努めた。

保育料徴収率： 98.81％

学童保育料徴収率： 99.26％

財 政

効果額

A

前年度と 同様に口座から の再振替や納付書

によ る 納付促進を 行い、 滞納者には督促状

及び催告書を 送付し た。 ま た、 納付困難な

場合には納付相談を 実施し 、 計画的な分納

や児童手当の現金払によ る 徴収を 行い、 滞

納者の増加抑制に努めた。

保育料徴収率： 現年度99.50％、 滞納繰越

11.87％

学童保育料徴収率： 現年度99.70％、 滞納繰

越22.97％

財 政

効果額

財 政

効果額

R6

       ⇓

保育料徴収率： 99.00％

学童保育料徴収率：

99.00％

引き 続き 、 現年度分の徴収強化

に努める と と も に、 滞納が長 期

化し ている 場合には臨戸訪問を

実施し 、 納付促進を 図る 。

R7

       ⇓

保育料徴収率： 99.30％

学童保育料徴収率：

99.01％

引き 続き 、 現年度分の徴収強化

に努める と と も に、 滞納が長 期

化し ている 場合には臨戸訪問を

実施し 、 納付促進を 図る 。

R5

       ⇓

保育料徴収率： 98.97％

学童保育料徴収率：

98.99％

新たな滞納者を 増やさ ないた

め、 引き 続き 、 現年度分の徴収

の強化に努める 。
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体系 3-2-3

所管課 財政課

年度 年度計画

A

「 下野市各種団体等の補助金の交付に関する 基準」 に基づ

き 、 「 下野市補助金の継続的な見直し のためのガイ ド ラ イ

ン 」 及び「 令和２ 年度補助金の見直し に係る 基本指針」 を 策

定し 、 補助金の全体的見直し 等を 行っ た。

○運営費補助

・ 社会福祉協議会運営費 ▲3,466千円

 令和３ 年度当初予算編成において、 国庫負担3/4対象と な

る 「 生活困窮者自立相談支援事業」 の新規委託に伴い、 補助

金（ 人件費） の減額調整を 行っ た。

財 政

効果額
6,547千円

A

「 下野市各種団体等の補助金の交付に関する 基準」 に基づ

き 、 「 下野市補助金の継続的な見直し のためのガイ ド ラ イ

ン 」 及び「 令和２ 年度補助金の見直し に係る 基本指針」 を 策

定し 、 補助金の全体的見直し 等を 行っ た。

○運営費補助

事業の増加等によ り 、 令和４ 年度当初予算における 団体運営

費補助は増加し ている が、 14団体の補助金減額を 行っ た。

財 政

効果額

A

令和２ 年度に見直し を 実施し た補助金の内容について、 予算

査定時に令和３ 年度決算を 基準に個別査定を行っ た。

○運営費補助

コ ロ ナ対応の緩和によ る 各種イ ベン ト の再開、 民間学童保育

室の新設など に伴い、 結果と し て増額と なった。

財 政

効果額

A

「 下野市各種団体等の補助金の交付に関する 基準」 に基づ

き 、 「 下野市補助金の継続的な見直し のためのガイ ド ラ イ

ン 」 を 改定し 、 補助金の全体的見直し 等を 行っ た。

〇補助金分類の考え方

団体運営補助については団体立ち上げから 当該団体の運営が

軌道に乗る ま での数年間を 補助する も のと 捉え、 立ち上げ後

３ 年を 経過し ている 団体については原則、 令和５ 年度を 終期

と し 、 補助金の分類を 事業費補助等に再分類し た。

激変緩和を 考慮し 事務費分は令和７ 年度予算から 段階的に減

額と する 。

財 政

効果額

R4 ⇓

「 下野市補助金の継続的な見直

し のためのガイ ド ラ イ ン 」 や、

令和２ 年度に策定し た「 補助金

の見直し に係る 基本方針」 に基

づき 、 毎年の継続的な見直し と

し て令和５ 年度当初予算査定時

に実施する 。

R5 ⇓

「 下野市補助金の継続的な見直

し のためのガイ ド ラ イ ン 」 に基

づき 、 3年毎の見直し を 実施す

る 。

団体運営費補助について、 繰越

金の有無、 事業の内容や運用等

を 考慮し 、 補助金交付のあり 方

を 検討する 。

R3 ⇓

「 下野市補助金の継続的な見直

し のためのガイ ド ラ イ ン 」 や、

令和２ 年度に策定し た「 補助金

の見直し に係る 基本方針」 に基

づき 、 毎年の継続的な見直し と

し て令和４ 年度当初予算査定時

に実施する 。

課題 公正な見直し 実施のため、 補助金のあり 方についても 常に検証、 確認する 必要があり ま す。
実施

項目

補助金の公正な

見直し

内容
ガイ ド ラ イ ン に基づき 、 ３ 年毎の見直し を 実施する と と も に、 毎年、 次年度の予算編成時に補

助金の見直し を 実施し ま す。

取組内容 進捗状況

R2 実施

「 下野市補助金の継続的な見直

し のためのガイ ド ラ イ ン 」 に基

づき 、 3年毎の見直し を 実施す

る 。

団体運営費補助について、 運

用、 事業の内容、 補助額の見直

し も 検討する 。
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A

令和５ 年度に見直し を 実施し た補助金の内容について、 予算

査定時に令和５ 年度決算・ 令和６ 年度予算・ 令和７ 年度計画

を も と に個別査定を 行っ た。

保有する 繰越金が多額でないかなど 、 補助金が過剰に交付さ

れていないこ と を 確認し た。

〇補助金分類の考え方

令和5年度の見直し によ り 激変緩和を 考慮し 事務費分は段階

的に減額と する 。

財 政

効果額

財 政

効果額

R6 ⇓

「 下野市補助金の継続的な見直

し のためのガイ ド ラ イ ン 」 や、

令和５ 年度に策定し た「 補助金

の見直し に係る 基本方針」 に基

づき 、 毎年の継続的な見直し と

し て令和７ 年度当初予算査定時

に実施する 。

R7 ⇓

「 下野市補助金の継続的な見直

し のためのガイ ド ラ イ ン 」 や、

令和５ 年度に策定し た「 補助金

の見直し に係る 基本方針」 に基

づき 、 毎年の継続的な見直し と

し て令和８ 年度当初予算査定時

に実施する 。
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体系 3-2-4

所管課 契約検査課

年度 年度計画

A

平成２ ８ 年３ 月に策定し た「 下野市公共工事コ

ス ト 縮減プロ グラ ム 」 に基づき 、 公共工事のコ

ス ト 縮減及び効率的・ 効果的な執行を 図る た

め、 コ ス ト 改善に取組み、 当プロ グラ ム を 総括

し 実績を 享受し た。

 「 コ ス ト 縮減プロ グラ ム 」 は、 令和２ 年度を

も っ て終了し 、 こ れま での取組みを 確実に根付

かせる ため、 取組事例の情報共有によ り 職員の

コ ス ト 意識を 保持し 、 改善効果を 積み上げてい

く 。

財 政

効果額

財 政

効果額

財 政

効果額

財 政

効果額

財 政

効果額

財 政

効果額

R6

R7

R4

R5

R3

課題 コ ス ト 縮減プロ グラ ム に対する 全庁的な取組が必要と なり ま す。

実施

項目

公共工事コ ス ト

縮減プロ グラ ム

の推進
内容

コ ス ト 縮減プロ グラ ム に掲げる 公共工事のコ ス ト 縮減に関する 具体的な取組を 推進す

る と と も に、 継続的に見直し を 図り ま す。

取組内容 進捗状況

R2 効果の検証

公共工事のコ ス ト 縮減を 図る た

め、 契約検査課において、 引き 続

き 公共工事における 業務サポート

及び受託工事を 実施する 。

工事発注担当者会議において、 引

き 続き コ ス ト 縮減に対する 意識の

向上を 図る 。

下野市公共工事コ ス ト 縮減プロ グ

ラ ム については、 目標期間が今年

度で終了と なる こ と から 、 効果に

ついて検証を 行う 。
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体系 3-2-5

所管課 高齢福祉課

年度 年度計画

A

敬老祝金対象者の見直し を 実施。 こ れま で

75、 80、 85、 90、 95、 100歳以上と し てい

た対象者を 、 80、 90歳と し た。

財 政

効果額

A

敬老祝金の贈呈を 口座振替にて完全実施。

配食サービ ス 事業者と の研修会を 実施。

利用者の安否確認， 報告なら びに「 高齢者

見守り ネッ ト ワ ーク 」 について再周知を

行っ た。

財 政

効果額

A

県内他市の敬老祝金の受給資格条件を 比較

し 、 適正である と 判断し た。

敬老事業の内容見直し を 行い、 令和５ 年度

よ り 敬老会（ 記念式典及び演芸等鑑賞会）

は終了と し た。

財 政

効果額

A

高齢者外出支援事業（ おでかけ号利用券）

の利用者を 対象にアン ケート を 実施し 、 現

状のサービ ス を 継続する こ と と し た。

ま た、 配食サービ ス 事業について、 物価高

騰等の影響によ る サービ ス が低下する こ と

がないよ う 委託料の見直を 行っ た。

財 政

効果額

A

県内他市の敬老祝金の受給資格条件を 比較

する ため調査し た。

ま た、 100歳祝金については口座振替によ る

贈呈を 実施し た。

財 政

効果額

財 政

効果額

R6 ⇓

敬老祝金対象者の見直し を 検討

する 。

ま た、 100歳祝金についても 口

座振替によ る 贈呈を 実施する 。

R7
〇見直し 対象の検討

〇状況調査等

敬老祝金の受給資格条件につい

て協議する 。

ま た、 その他各事業について、

見直すべき 事項について洗い出

し を 行う 。

R4
○見直し 対象の検討

○状況調査等

敬老祝金の受給資格条件につい

て県内他市の条件について状況

を 調査・ 比較を 行い、 事業内容

に適正である か検討する 。

R5 ○適正な事業の実施

高齢者福祉サービ ス の充実を 図

る ため、 各事業の内容が適正で

ある か引き 続き 検討する 。

R3 ○適正な事業の実施

敬老祝金については、 口座振替

によ る 贈呈を 実施する 。

業務委託し ている 在宅福祉事業

について、 委託事業者の業務状

況を 随時確認し 、 是正すべき 事

例があっ た場合には適正に事業

が行われる よ う 指導する 。

課題
高齢化の進行に伴い、 対象者が増加する こ と が見込ま れる ため、 財政負担を 考

慮し 事業を 継続でき る よ う 工夫する 必要があり ま す。実施

項目
市単独給付事業の見直し

内容

市単独給付事業の中で特に実質負担額の多い事業（ 安否確認シス テム 、 配食

サービ ス 、 ねたき り 老人等紙おむつ購入券・ 介護手当） について、 その適正化

を 図る ため実施内容を 検討し 見直し を 行いま す。

取組内容 進捗状況

R2
○見直し 対象の検討

○状況調査等

長 寿祝金の対象者について調査

を 実施し 、 見直し について検討

する 。 ま た、 その他各事業につ

いて、 見直すべき 事項について

洗い出し を 行う 。
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体系 3-2-6

所管課 商工観光課

年度 年度計画

A

ま ちなか商店リ フ ォ ーム 補助6件、 空き 店舗

活用事業奨励金5件を 新規認定し 、 各中小企

業への支援を 行っ た。

なお、 制度融資新規借入件数は、 194件と

なっ た。

ま た、 産業団地開発は、 Ｒ 2.12月に事業採

択、 事業主体の決定によ り 、 用地交渉を 開

始し て用地取得を 進めており 、 Ｒ 3.3.30付で

市街化区域及び工業専用地域と し て都市計

画決定さ れた。

財 政

効果額

A

ま ちなか商店リ フ ォ ーム 補助11件、 空き 店

舗活用事業奨励金５ 件を 新規認定し 、 各中

小企業への支援を 行っ た。

なお、 制度融資新規借入件数は、 139件と

なっ た。

ま た、 産業団地及び雨水排水施設用地の買

収が完了し 、 樹木伐採工事に着手し た。

財 政

効果額

A

ま ちなか商店リ フ ォ ーム 補助7件、 空き 店舗

活用事業奨励金2件を 新規認定し 、 各中小企

業への支援を 行っ た。

なお、 制度融資新規受付件数は、 65件で

あっ た。

産業団地の整備は、 栃木県土地開発公社が

産業団地造成工事に着手し 、 事業費ベース

で40.4％の進捗と なっ ている 。 併せて、 下

野市施工によ る 雨水管布設工事に着手し 、

1212.5ｍ 中、 698.95ｍ を 施工中。

予約分譲は公募期間が終了し たため、 今後

誘致検討委員会で立地企業の選定を 行う 。

財 政

効果額

R3

○産業振興計画に基づく

事業推進

○産業団地整備

 ➣用地取得

 ➣誘致Ｐ Ｒ

産業振興計画に基づき 、 中小企

業支援施策を 推進し 、 引き 続き

経営基盤の強化や活性化を 図っ

ていく 。

ま た、 新たな産業の誘致と なる

産業団地開発については、 早期

の用地取得によ る 事業の推進を

図る と と も に、 開発に必要な雨

水排水施設整備の用地取得を 進

める 。

課題
空き 店舗の増加や工場用地不足等の課題に取り 組み、 さ ら なる 産業振興の推進

を 図り ま す。実施

項目
産業振興計画の推進

内容

第二次下野市産業振興計画に基づき 、 「 商工業の基盤強化・ 活性化」 ・ 「 新た

な産業の誘致・ 育成」 ・ 「 地域ブラ ンド の創出・ 展開」 ・ 「 雇用・ 就業機会の

拡充」 に取り 組むこ と によ り 、 地域経済の活性化を 図り 、 計画を 推進し ま す。

併せて、 産業団地整備（ ３ ３ ． ３ ｈ ａ ） を 進捗さ せ、 早期分譲を 図り 企業誘致

を 推進し ま す。

取組内容 進捗状況

R2

○産業振興計画に基づく

事業推進

○産業団地整備

 ➣誘致Ｐ Ｒ

産業振興計画に基づき 、 中小企

業支援施策を 推進し 、 引き 続き

経営基盤の強化や活性化を 図っ

ていく 。

ま た、 新たな産業の誘致と なる

産業団地整備については、 事業

主体及び都市計画の決定を 行

い、 事業の進捗を 図る 。

R4

○産業振興計画に基づく

事業推進

○産業団地整備

 ➣工事着手

産業振興計画に基づき 、 中小企

業支援施策を 推進し 、 引き 続き

経営基盤の強化や活性化を 図っ

ていく 。

産業団地整備については、 造成

工事に着手する と と も に、 雨水

管整備も 進め、 令和６ 年度完成

を 目指す。 ま た、 予約分譲公募

によ り 企業誘致の促進を 図っ て

いく 。
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A

ま ちなか商店リ フ ォ ーム 補助２ 件、 空き 店

舗活用事業奨励金３ 件を 新規認定し 、 各中

小企業への支援を 行っ た。

なお、 制度融資新規受付件数は、 66件で

あっ た。

産業団地の整備は、 栃木県土地開発公社が

産業団地造成工事に着手し 、 事業費ベース

で85.0％の進捗と なっ ている 。 併せて、 下

野市で施工し た雨水管布設工事に関し ては

令和５ 年度に完了し た。

予約分譲は６ 区画中４ 区画が仮契約済みの

状況である 。

財 政

効果額

A

産業振興計画については総合計画と 実施期

間を 統一し 、 策定時期を 令和７ 年度末と す

る こ と によ り 総合計画と の一体的な運用を

図っ ていく 。

産業団地整備については令和６ 年度にし も

つけ産業団地の整備が完了し 、 全ての街区

に対し て企業が決定し たこ と を 受け、 新産

業団地の整備計画を 進め、 更なる 企業誘致

に務める 。

財 政

効果額

財 政

効果額

R5

○産業振興計画に基づく

事業推進

○産業団地整備

 ➣工事

 ➣立地企業の選定

産業振興計画に基づき 、 中小企

業支援施策を 推進し 、 引き 続き

経営基盤の強化や活性化を 図っ

ていく 。

産業団地整備については栃木県

土地開発公社と 連携を 図り 、 立

地企業選定や令和６ 年度の完成

を 目指すと と も に、 雨水管整備

については先行し て整備を 進

め、 本年度完成を 目指す。

R6

○産業振興計画に基づく

事業推進

○産業団地整備

 ➣工事完了

 ➣一般分譲

 今年度で第二次下野市産業振

興計画が終了と なる ため、 第三

次計画策定に向けて委員会を 設

置し 次の時代の産業振興のあり

方や具体的な取り 組みを 定める

ための計画の改定を 行う 。

産業団地整備については引き 続

き 栃木県土地開発公社と 連携を

図り 、 令和６ 年度の完成を 目指

し 、 新たな企業の誘致を 進め

る 。

R7

○第三次産業振興計画に

基づく 事業推進

○新産業団地整備に向け

ての基本計画策定

引き 続き 第三次振興計画策定に

向けて検討を 進める 。

新産業団地の整備に向け、 周辺

地権者へ意向確認を 行い、 基本

計画を 策定する 。
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体系 3-2-7

所管課 教育総務課

年度 年度計画

A

定期的な情報機器の入替について、 効率的

に実施する こ と ができ た。 ま た、 国が推奨

する Ｇ Ｉ Ｇ Ａ ス ク ール構想に基づく 情報機

器整備についても 、 滞り なく 実施する こ と

ができ た。

義務教育学校の情報機器移行については、

関係事業者と 打合せを し 、 作業内容等を 調

整を する こ と ができ た。

財 政

効果額
2,060千円

A

定期的な情報機器の入替について、 効率的

に実施する こ と ができ た。

義務教育学校の情報機器移行についても 、

円滑に実施する こ と ができ た。

財 政

効果額
15,547千円

A

定期的な情報機器の入替について、 効率的

に実施する こ と ができ た。

義務教育学校についても 、 移行し た情報機

器が問題なく 運用でき る こ と を 確認し た。

財 政

効果額
3,216千円

A
定期的な情報機器の入替について、 効率的

に実施する こ と ができ た。

財 政

効果額
6,724千円

A
定期的な情報機器の入替について、 効率的

に実施する こ と ができ た。

財 政

効果額
7,062千円

財 政

効果額

R6 ⇓

こ れま でのノ ウ ハウ を 活かし て

効率的な情報機器の入替を 行

う 。

R7 終結

R4

○機器の効率的な更新の

実施

○義務教育学校移行の確

認

こ れま でのノ ウ ハウ を 活かし て

効率的な情報機器の入替を 行

う 。

義務教育学校について、 移行し

た情報機器が問題なく 運用でき

る こ と を 確認する 。

R5
○機器の効率的な更新の

実施

こ れま でのノ ウ ハウ を 活かし て

効率的な情報機器の入替を 行

う 。

R3 ⇓

こ れま でのノ ウ ハウ を 活かし て

効率的な情報機器の入替を 行

う 。

義務教育学校の移行について、

円滑に実施でき る よ う 、 入念な

準備を 行う 。

課題
効率的な機器の導入を 実施し ていま すが、 今後は、 学校の統廃合等を 考慮し た

調達・ 運用が求めら れま す。
実施

項目

学校関係情報シス テム 導

入事務の適正化

内容

平成２ ９ 年度よ り 進める 発注方法やパソ コ ンのタ ブレ ッ ト 化等の更新計画を 基

に、 小中学校全校において効率的な更新を 行う と と も に、 経費削減効果を 高め

ていき ま す。 ま た、 学校統廃合によ る 機器の調達や運用の移行を 円滑に行いま

す。

取組内容 進捗状況

R2

○機器の効率的な更新の

実施

○義務教育学校移行への

準備

こ れま でのノ ウ ハウ を 活かし て

効率的な配備を 行う と も に、 国

の推奨する 整備も 行う 。

義務教育学校の移行準備と し

て、 移行に必要な作業、 時期に

ついて調整する 。
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体系 3-2-8

所管課 総合政策課

年度 年度計画

A

シティ プロ モーショ ン事業を継続し ながら 、 「 来て観ても ら う 」 「 住んでも ら

う 」 に繋げる ための事業を 展開する と と も に、 関係人口創出事業を展開し た。

なお、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症の影響によ り 、 オン ラ イ ン での開催を中心に

実施し た。

➽一部に地方創生推進交付金を 活用し 、 様々なアプロ ーチで本市の暮ら し やす

さ や魅力を 市外へ発信し た。

○シティ プロ モーショ ン専用サイ ト 「 プチハピ し も つけ」 の充実や新たな動画

「 手ぶら でキャ ンプ」 等の作成によ る アク セス 件数の向上○地域おこ し 協力隊

の採用によ る 、 移住・ 定住の促進○ご 当地アニメ ーショ ン「 サク ラ ノ チカイ 」

の活用○東京における 移住促進セミ ナーの開催○かんぴょ う ま つり や農業体験

をはじ めと し た地元農産物の普及促進と 都市消費者と の交流事業○し も つけブ

ラ ン ド フ ェ ア等の認知度向上イ ベント ○『 マンガで分かる ！東の飛鳥「 下野

市」 の歴史』 の配布

➽上記のソ フ ト 事業に加えハード 事業が対象である 地方創生拠点整備交付金を

活用し 、 地方創生に資する 施設整備を 実施○令和２ 年度整備事業なし

財 政

効果額
地方創生推進交付金 14,436千円

A

移住・ 定住を促進する ため各取組みを 実施し た。

〇シティ プロ モーショ ン事業

 シティ プロ モーショ ン専用サイ ト 「 プチハピ し も つけ」 で移住者の紹介やか

んぴょ う を 使っ たオンラ イ ン料理教室など 新たな企画によ る アク セス 件数の向

上。

○移住・ 定住の促進

 地域おこ し 協力隊の活動によ る 移住・ 定住の促進。

 東京における 移住促進セミ ナーの開催。

 『 マンガで分かる ！東の飛鳥「 下野市」 の歴史』 の配布。

○関係人口創出・ 拡大

 東京圏に通う 大学生や市外で活躍する 若者が本市と 関わり を持つ機会をつく

り 、 市への興味関心を高めた。

 中間支援組織育成のため、 先進地視察を 実施。

 ご 当地アニメ ーショ ン「 サク ラ ノ チカイ 」 の活用。

財 政

効果額
地方創生推進交付金 8,370千円

A

移住・ 定住を促進する ため各取組みを 実施し た。

〇シティ プロ モーショ ン事業

 シティ プロ モーショ ン専用サイ ト 「 プチハピ し も つけ」 で移住者の紹介やか

んぴょ う を 使っ たオンラ イ ン料理教室など 新たな企画によ る アク セス 件数の向

上。

○移住・ 定住の促進

 地域おこ し 協力隊の活動によ る 移住者交流会等移住・ 定住の促進。

 東京圏での移住促進フ ェ アへの参加出展。

○関係人口創出・ 拡大

 東京圏に通う 大学生や市外で活躍する 若者が本市と 関わり を持つ機会をつく

り 、 本市への興味関心を高めた。 ま た、 ご 当地アニメ ーショ ン「 サク ラ ノ チカ

イ 」 を活用し 、 東京圏発着の聖地巡礼バス ツ アーを実施し た。

財 政

効果額
地方創生推進交付金 5,400千円

R3 ⇓

本市の認知度を高める ためのシ

ティ プロ モーショ ン事業を継続

し て実施する と と も に、 「 知っ

ても ら う 」 から 「 来て観ても ら

う 」 「 住んでも ら う 」 に繋げる

ためのス テッ プアッ プを図る た

め、 全庁を 挙げて移住・ 定住を

推進する 。 ま た、 関係人口創

出・ 拡大のために、 ま ちづく り

人材育成セミ ナーの開催やイ ン

タ ーンシッ プ受入れ並びに中間

支援組織設計・ 育成に向けた取

組を実施する 。

課題

本市に住み続けても ら う ため、 移住促進と あわせて定住促進の取組を実施する こ と が必要である 。 ま た、

進学や就職で市外に転出し た若者世代の、 転職、 結婚、 出産等をき っかけと し たＵタ ーンの促進が課題で

あり ま す。
実施

項目

定住促進に

向けた取組

内容
こ れま での移住・ 定住促進の取組を改善・ 継続実施し ながら 、 定住促進及びＵタ ーン促進に向けた新たな

施策・ 事業について、 国で推し 進めている 関係人口の創出など新たな視点を 加味し ながら 、 検討し ま す。

取組内容 進捗状況

R2 検討・ 実施

本市の認知度を高める ためのシ

ティ プロ モーショ ン事業を継続

し て実施する と と も に、 「 知っ

ても ら う 」 から 「 来て観ても ら

う 」 「 住んでも ら う 」 に繋げる

ためのス テッ プアッ プを図る た

め、 全庁を 挙げて移住・ 定住を

推進する 。 ま た、 関係人口創

出・ 拡大のために、 コ ーディ

ネータ ー養成講座の開催や中間

支援組織結成に向けた取組を実

施する 。

R4 ⇓

本市の認知度を高める ため全庁

を挙げて、 シティ プロ モーショ

ン事業を実施し 、 移住定住の促

進を図る 。

ま た、 テレ ワ ーク の普及に伴う

施策の推進や移住・ 定住相談の

利便性向上のため、 市民活動セ

ンタ ー内に相談窓口を設置する

と と も に、 移住相談業務をはじ

め関係人口創出事業等を担う 中

間支援組織の自立に向け支援し

ていく 。
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A

移住・ 定住を促進する ため各取組みを 実施し た。

〇シティ プロ モーショ ン事業

 三王山ふれあい公園にて、 来園し た子育て世代親子を対象と し たワ ーク

ショ ッ プを 実施し 、 来場者に移住定住を促し た。

○移住・ 定住の促進

 移住者交流会を開催し 、 移住希望者と 在住者の交流を図っ た。

 ま た、 東京圏での移住促進フ ェ アへ参加出展し 、 移住定住を促し た。

○Uタ ーン 促進事業

 主に市外在住の若者を対象に、 市内企業でのイ ンタ ーンシッ プ実施や、 都内

で市に所縁のある 若者を集めた交流会を開催し 、 若者の郷土愛醸成と UIJタ ーン

に向けた取り 組みを行った。

財 政

効果額
地方創生推進交付金 2,029千円

A

移住・ 定住を促進する ため各取組みを 実施し た。

〇シティ プロ モーショ ン事業

 大松山運動公園にて開催さ れた産業祭において、 東の飛鳥ブース を出展し て

参加型のコ ーナー（ 教えてく ださ い!下野市のウ ッ テツ ケ） を設置し 、 市の魅力

を再認識し ても ら った。

○移住・ 定住の促進

 移住者交流会を開催し 、 移住希望者と 在住者の交流を図っ た。

 ま た、 東京圏での移住促進フ ェ アへ参加出展し 、 移住定住を促し た。

○Uタ ーン 促進事業

 主に市外在住の若者を対象に、 市内企業でのイ ンタ ーンシッ プ実施や、 都内

で市に所縁のある 若者を集めた交流会を開催し 、 若者の郷土愛醸成と UIJタ ーン

に向けた取り 組みを行った。

財 政

効果額
地方創生推進交付金 2,029千円

財 政

効果額

R5 ⇓

本市の認知度を高める ため全庁

を挙げて、 シティ プロ モーショ

ン事業を実施し 、 移住定住の促

進を図る と と も に、 市民活動セ

ンタ ー内移住相談窓口での移住

相談や移住後のサポート などを

実施し ていく 。

ま た、 将来的なＵタ ーンの促進

を図る ため、 若者の郷土愛醸成

や地域と のつながり づく り のた

めの事業を 実施する 。

R6 ⇓

本市の認知度を高める ため全庁

を挙げて、 「 東の飛鳥」 を活用

し たシティ プロ モーショ ンを実

施し 、 移住定住の促進を図る 。

ま た、 将来的なＵIJタ ーンの促

進を図る ため、 市に所縁のある

若者の郷土愛醸成や地域と のつ

ながり づく り のための事業を実

施する 。

R7 ⇓

全庁的に取組内容を 検討し ながら

令和7年3月に策定し た「 東の飛鳥

プロ ジェ ク ト 推進アク ショ ンプラ

ン」 に基づき 、 市内外へのブラ ン

ド イ メ ージの定着と く ら し やすさ

を周知する ために各事業に取り 組

む。 同時にシティ プロ モーショ ン

を実施し 、 移住定住の促進を図

る 。 ま た、 将来的なＵIJタ ーンの促

進を 図る ため、 市に所縁のある 若

者の郷土愛醸成や地域と のつなが

り づく り のための事業を 実施す

る 。
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体系 3-2-9

所管課 財政課

年度 年度計画

財 政

効果額

財 政

効果額

財 政

効果額

財 政

効果額

財 政

効果額

財 政

効果額

R6

R7

〇基本方針等の策定

〇基本方針等に基づく 見

直し の実施

使用料・ 手数料のあり 方につい

て、 統一的な方針を 策定し 、 受

益者負担の原則に基づく 適正な

料金の改正に取り 組む。

R4

R5

R3

課題

行政サービ ス 提供における 公平性確保と 受益者負担の原則に基づき 、 ま た物価

上昇など 社会経済情勢の変化に対応する ため、 各施設使用料や各種事務に係る

手数料について、 定期的な見直し が必要と なっ ていま す。
実施

項目

受益者負担の適正化

【 新】

内容

受益者負担の適正化を 図る ため、 受益者負担の原則に基づき 、 使用料・ 手数料

の適正化に関する 基本方針等を 策定し 、 方針等に基づき 、 各部署において、 使

用料・ 手数料の見直し を 実施し ま す。

取組内容 進捗状況

R2
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体系 3-3-1

所管課 総合政策課

年度 年度計画

A

公共施設マネジメ ン ト の取組を 円滑・ 安定的に推進する

ため、 各種情報を 一元管理する 公共施設マネジメ ン ト シ

ス テム を 導入し た。

財 政

効果額

A

・ 令和４ 年３ 月に公共施設等総合管理計画の改訂を 行っ

た（ 中長 期的な維持管理・ 更新等に係る 経費、 過去に

行っ た対策の実績等の記載） 。

・ 令和３ 年10月に施設管理者、 技師等を 対象に、 劣化状

況調査を 目的と し た公共施設保全研修会を 開催し た。

・ 令和４ 年３ 月に公共施設点検マニュ アルを 策定し た。

財 政

効果額

A

・ 令和４ 年１ ０ 月に施設管理者、 技師等を 対象に、 劣化

状況調査を 目的と し た公共施設保全研修会を 開催し た

（ 参加者： 22名） 。

・ 令和５ 年２ 月に職員を 対象に、 公共施設に関する デー

タ の一元的な管理を 目的と し たシス テム研修会を 開催し

た（ 参加者： 13名） 。

財 政

効果額

A

・ 令和5年7月に職員を 対象に、 公共施設に関する データ

の一元的な管理を 目的と し たシス テム 研修会を 開催し た

（ 参加者： 16名） 。

・ 令和6年1月にハコ モノ 担当者、 技師等を 対象に、 劣化

状況調査を 目的と し た公共施設保全研修会を 開催し た

（ 参加者： 12名） 。

財 政

効果額

A

施設所管課を 対象に公共施設のあり 方と 改修方針等の検

討状況調査を 実施し 、 公共施設マネジメ ン ト 推進委員会

において結果の共有と その方針等について協議を 行っ

た。

財 政

効果額

財 政

効果額

R3 改訂

公共施設等総合管理計画の改

定

施設管理者向け研修会の開催

簡易点検マニュ アルの作成

課題

公共施設等の全体を 把握し 、 長 期的な視点を も っ て、 更新・ 統廃合・ 長 寿命化など を 計画

的に行う こ と によ り 、 財政負担を 軽減・ 平準化する と と も に、 公共施設等の最適な配置を

目指し ま す。実施

項目

公共施設等

総合管理計

画の充実
内容

点検や個別施設計画に記載し た対策内容等を 反映する など 、 Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ルの確立に努

め、 計画の不断の見直し ・ 充実を 図り ま す。 ま た、 施設等のユニバーサルデザイ ン 化の推

進方針を 盛り 込みま す。

取組内容 進捗状況

R2
計画の見直

し 検討

令和３ 年度ま でに公共施設等

総合管理計画を 改定し 、 対策

効果額等を 記載する 必要があ

る 。 令和２ 年度においては、

公共施設の現況を 把握する た

め、 公共施設マネジメ ン ト シ

ス テム の導入や、 点検体制の

確立を 図る 。

R4 進捗管理

・ 公共施設マネジメ ン ト シス

テム を 一層活用し た公共施設

等の計画的な管理を 図る 。

・ 公共施設マネジメ ン ト 研修

会を 開催する 。

R5 ⇓

・ 公共施設マネジメ ン ト シス

テム を 一層活用し た公共施設

等の計画的な管理を 図る 。

・ 公共施設マネジメ ン ト 研修

会を 開催する 。

R6 ⇓

・ 公共施設マネジメ ン ト シス

テム を 一層活用し た公共施設

等の計画的な管理を 図る 。

・ 公共施設マネジメ ン ト 研修

会を 開催する 。

R7 ⇓
公共施設マネジメ ン ト の取組

を 推進する
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体系 3-3-2

所管課 総合政策課

年度 年度計画

A

○石橋総合病院跡地（ 複合施設）

事業者が決定し 、 基本設計が完了し た。

○南河内地区小学校施設（ R4.3末閉校予定）

建物、 敷地状況等の制約条件を調査し た。

○旧国分寺西小学校施設（ H31.3末閉校）

転用に必要な改修工事等が完了し 、 R3.4供用開

始。 【 完】

財 政

効果額

A

・ 吉田東小・ 吉田西小跡地については、 利活用

に向けて優先的に地元と 協議を行う こ と で決定

し た。

・ 薬師寺小学校跡地については、 地域懇談会も

行い、 民間事業者を選定し 、 利活用し ても ら う

こ と で決定し た。

・ 石橋複合施設についても 実施設計が完了し 、

工事着手し た。

財 政

効果額

A

○石橋複合施設

ス ケジュ ールど おり 工事が完了し 、 R4.12月に

オープンし た。

○南河内地区小学校

【 薬師寺小学校跡地】

R5.3月に優先交渉権者が宗教法人龍興寺に決定

し た。

【 吉田西小・ 東小跡地】

活用方法について、 地元と 継続し て協議を行っ

たほか、 宇都宮大学大学院に対し 、 吉田東小を

利活用に関する 研究課題と し て提供し 、 地元を

交えた研究発表会を行った。

財 政

効果額

R3

（ 複合施設整

備）

工事着工

（ 南河内地区小

学校）

方針決定

○南河内地区小学校施設

R4.3末に閉校と なる 薬師寺・ 吉田

東・ 吉田西小学校の３ 校について、

基本方針を決定する 。

○複合施設

実施設計、 工事着手

課題
人口減少、 施設ニーズの変化、 財政的な制約等に対応する ため、 公共施設を有効に活

用する 必要があり ま す。実施

項目

公共施設の有効

活用のための方

針の検討
内容

現在利用さ れていない、 ま たは、 今後利用さ れないこ と が見込ま れる 公共施設の活用

の方向性について、 全市的なま ちづく り 、 中長 期的な視点等を踏ま えた検討を行いま

す。

取組内容 進捗状況

R2

（ 複合施設整

備）

事業者募集

（ 南河内地区小

学校）

利活用検討

（ 複合施設整備）

石橋複合施設については、 Ｄ Ｂ ＋余

剰地活用方式によ り 、 事業者を選定

し 、 設計を実施する 。

（ 南河内地区小学校）

令和３ 年度末で閉校と なる 薬師寺・

吉田東・ 吉田西小学校の利活用方針

を検討する 。

（ 旧国分寺西小学校）

コ ミ ュ ニティ センタ ー、 障がい者支

援施設等と し て転用する ため、 建物

改修等必要な工事を行う 。

R4

（ 複合施設整

備）

竣工

（ 南河内地区小

学校）

利活用整備工事

等

○石橋複合施設

本年12月のオープンを目指し 、 工事

を進めていく 。

○南河内地区小学校

薬師寺小学校跡地： 民間活用を図る

ため、 今年度中の事業者選定を目指

す。

吉田西小・ 東小跡地： 活用方法につ

いて、 継続し て地元と 協議を行って

いく 。
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A

○南河内地区小学校

【 薬師寺小学校跡地】

令和6年1月に龍興寺と 売買契約に向けた基本協

定を締結し た。

【 吉田西小・ 東小跡地】

吉田西小については主に地域農業施設と し て活

用、 吉田東小については主に保育施設と し て活

用する と いう 方針が定ま った。

財 政

効果額

A

○南河内地区小学校

【 薬師寺小学校跡地】

6月中の本契約し 、 譲渡し た。

【 吉田西小・ 東小跡地】

施設の有償譲渡に向けて、 相手方である 山田錦

栽培研究所及び学校法人愛泉学園と 継続し て協

議を行っていく 。

財 政

効果額

財 政

効果額

R5

（ 南河内地区小

学校）

利活用整備工事

等

○南河内地区小学校

【 薬師寺小学校跡地】

今年度中の龍興寺と の本契約を目指

し 、 関係機関と の調整を行ってい

く 。

【 吉田西小・ 東小跡地】

活用方法について、 継続し て地元と

協議を行っていく 。

R6

（ 南河内地区小

学校）

利活用開始

○南河内地区小学校

【 薬師寺小学校跡地】

6月中の本契約を目指す。

【 吉田西小・ 東小跡地】

施設の有償譲渡に向けて、 相手方で

ある 山田錦栽培研究所及び学校法人

愛泉学園と 継続し て協議を行ってい

く 。

R7

（ 吉田東・ 西小

学校）

利活用開始

○南河内地区小学校

【 吉田西小・ 東小跡地】

施設の有償譲渡に向けて、 相手方で

ある 山田錦栽培研究所及び学校法人

愛泉学園と 継続し て協議を行ってい

く 。
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体系 3-3-3

所管課 総合政策課

年度 年度計画

A

○研修会等参加

ふる さ と 財団の公民連携アド バイ ザー派遣を申込

み、 令和３ 年度にPPP研修会を開催予定。 オン ラ イ

ン開催のサウ ンディ ン グセミ ナー等で先進事例の情

報収集を実施し た。

財 政

効果額

A

ふる さ と 財団の公民連携アド バイ ザー派遣を活用

し 、 公共施設マネジメ ン ト セミ ナーを実施。 下野市

職員22名（ その他上三川町３ 名、 壬生町３ 名） が

参加し た。

財 政

効果額

A

・ R4年7月に開催さ れた国交省主催の「 官民連携サ

ウ ン ディ ン グセミ ナー」 に総合政策課職員が出席

し 、 サウ ン ディ ン グの手法について学んだ。

・ R5年2月に開催さ れた国交省主催の「 令和4年度

PPP/PFI推進施策説明会」 に総合政策課・ 都市計

画課職員が出席し 、 PPP/PFIの事例について学ん

だ。

・ R4.9月にス ポーツ 振興課が民間事業者を 対象に

実施し た「 大松山運動公園の整備、 管理、 運営に係

る 民間活力の導入に関する アンケート 調査」 に「 こ

ど も の広場いし ばし 」 の活用に関する 質問を追加

し 、 民間の意向の把握に努めた。

財 政

効果額

R3 ⇓
公民連携アド バイ ザーによ る

PPP研修会の開催

課題

今後、 多く の公共施設等が老朽化によ る 更新時期を 迎える 中、 公的負担を 抑制し 、 良

好な公共サービ ス の実現を 図る ため、 Ｐ Ｐ Ｐ （ 官民連携事業） ／Ｐ Ｆ Ｉ （ 民間資金等

活用事業） を 推進する 必要があり ま す。実施

項目

Ｐ Ｐ Ｐ ／Ｐ Ｆ

Ｉ の推進

内容

新たな施設の整備等にあたっては、 市民サービ ス の向上や事業費の削減及び建設後の

維持管理・ 経営の観点から 、 Ｐ Ｐ Ｐ ／Ｐ Ｆ Ｉ 手法によ る 民間活力の導入を 検討し ま

す。

ま た、 関連する 研修会等に積極的に参加し 、 先進自治体等の事例の調査・ 研究を 行い

ま す。

取組内容 進捗状況

R2
検討・ 研修参

加

国県主催のPPPセミ ナー参加な

ど によ り 、 先進事例の調査研究

を 行う 。

R4 ⇓

国県主催のPPPセミ ナー参加な

ど によ り 、 先進事例の調査研究

を 行いつつ、 関係課に情報の共

有を行い、 推進を 図る 。
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A

・ R5年7月に開催さ れた日本PFI・ PPP協会主催の

「 Park-PFIセミ ナー」 に総合政策課職員・ 都市計

画課（ 現： 管理保全課） 職員が参加し 、 公園施設に

おける PFIの先進的事例について学んだ。

・ 令和5年8月に開催さ れた国土交通省主催の

「 PPP/PFI研修に総合政策課・ 都市計画課職員が

参加し た。

・ 令和5年8月に開催さ れた（ 株） 大和リ ース 主催

の「 公民連携PPPセミ ナー」 にて、 石橋複合施設の

事例について発表を行い、 本市の事例について他自

治体職員と 情報共有を 行った。

財 政

効果額

A

・ R7年3月に開催さ れた文部科学省主催の「 社会教

育施設における 官民連携（ PPP/PFI） に関する オ

ンラ イ ンセミ ナー」 に総合政策課職員職員が参加

し 、 先進的事例について学んだ。

財 政

効果額

財 政

効果額

R5 ⇓

国県主催のPPPセミ ナー参加な

ど によ り 、 先進事例の調査研究

を行いつつ、 関係課に情報の共

有を 行い、 推進を 図る 。

R6 ⇓

国県主催のPPPセミ ナー参加な

ど によ り 、 先進事例の調査研究

を行いつつ、 関係課に情報の共

有を 行い、 推進を 図る 。

R7 ⇓

国県主催のPPPセミ ナー参加な

ど によ り 、 先進事例の調査研究

を行いつつ、 関係課に情報の共

有を 行い、 推進を 図る 。
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体系 3-3-4

所管課 総務人事課

年度 年度計画

A

市有地の売却処分に向け、 市ホーム ページ

に掲載の上、 周知し た。 市民や不動産業者

から の関心はあっ たも のの、 売却には至ら

なかっ た。

※Ｒ ２ 年度末公売地在庫物件 ５ 件

 交渉中 １ 件

財 政

効果額

A

市有地の売却処分に向け、 市ホーム ページ

に掲載の上、 周知し た結果、 ２ 件売却する

こ と ができ た。

旧石橋第２ 保育所跡地(2,095㎡)の公売につ

いては、 開発業者と 協議を 進めていたが、

契約には至ら なかっ た。

※Ｒ ３ 年度末公売地在庫物件 ３ 件

財 政

効果額
9,720千円

A

市有地の売却処分に向け、 市ホーム ページ

に掲載の上、 周知し た結果、 1件売却する こ

と ができ た。

旧石橋第２ 保育所跡地(2,095㎡)について

は、 下野市普通財産管理及び処分に関する

事務処理要領の一部改正に時間を 要し たた

め、 公売ができ なかっ た。

※Ｒ 4年度末公売地在庫物件 2件

財 政

効果額
5,840千円

A

市有地の売却処分に向け、 市ホーム ページ

に掲載の上、 周知し た。 市民や不動産業者

から の関心はあっ たも のの、 売却には至ら

なかっ た。

※Ｒ ５ 年度末公売地在庫物件 ３ 件

財 政

効果額

R4 ⇓

引き 続き 、 市有地の売却処分に

向け、 市有地の再評価によ る 適

正価格に努め、 HP等によ り 周

知を 図る 。

旧石橋第２ 保育所跡地(2,095

㎡)については、 公売を 実施す

る 。

R5 ⇓

引き 続き 、 市有地の売却処分に

向け、 市有地の再評価によ る 適

正価格に努め、 HP等によ り 周

知を 図る 。

旧石橋第２ 保育所跡地(2,095

㎡)については、 公売を 実施す

る 。

R3 ⇓

市有地の売却処分に向け、 市有

地の再評価を 実施し 適正価格に

努める 。 ま た、 引続き 市有地公

売の周知を 図る 。

課題
市民から の関心はある も のの、 墓場跡地や面積要件など の条件面で、 売却に至

る こ と が難し い物件が多く あり ま す。実施

項目

低・ 未利用財産の適正管

理

内容

低・ 未利用市有地の現況の確認及び隣接地の実売価格を 検証し 、 実情に応じ た

公売価格・ 購入要件の検討を 行い、 売却を 積極的に進め、 歳入の確保と 維持管

理コ ス ト の削減を 図り ま す。

取組内容 進捗状況

R2
○要件の検討

○公売情報の周知

市有地の売却処分に向け、 市有

地の再評価を 実施し 適正価格に

努める 。 ま た、 引続き 市有地公

売の周知を 図る 。
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A

市有地の売却処分に向け、 市ホーム ページ

に掲載の上、 周知し た。 市民や不動産業者

から の関心はあっ たも のの、 売却には至ら

なかっ た。

※Ｒ ６ 年度末公売地在庫物件 ３ 件

財 政

効果額

財 政

効果額

R6 ⇓

引き 続き 、 市有地の売却処分に

向け、 市有地の再評価によ る 適

正価格に努め、 HP等によ り 周

知を 図る 。

旧石橋第２ 保育所跡地(2,095

㎡)については、 公売を 実施す

る 。

R7 ⇓

引き 続き 、 市有地の売却処分に

向け、 市有地の再評価によ る 適

正価格に努め、 HP等によ り 周

知を 図る 。

旧石橋第２ 保育所跡地(2,095

㎡)については、 公売を 実施す

る 。
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体系 3-3-5

所管課 総務人事課

年度 年度計画

A

公用車を ２ 台購入し 、 １ 台廃車し た。

※市保有公用車： １ １ ４ 台

う ち一括管理： ８ ４ 台(安全安心課管理車２ ８ 台

と ス ポーツ ト ラ ク タ ー２ 台を 除く )

※庁舎配置公用車： ５ ６ 台

 (その他配置車両： 水道課７ 台、 下水道課４

台、 農業公社３ 台、 再生協議会３ 台)

ま た、 電気自動車(リ ーフ )から 電源を 給電する た

め、 可搬型給電器を ３ 台購入し た。

財 政

効果額

A

公用車を 7台購入し 、 8台廃車し た。

 ４ 輪駆動車(軽自動車) ２ 台

 バン(軽自動車) ２ 台

 電気自動車 ３ 台

避難所用非常電源と し て、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感

染症対応地方創生臨時交付金を 活用し 、 電気自動

車用可搬型給電器具を ３ 台購入し た。

※市保有公用車： １ １ 7台

う ち一括管理： 91台(安全安心課管理車２ 1台と

ス ポーツ ト ラ ク タ ー２ 台を除く )

※庁舎配置公用車： 62台

 (その他配置車両： 水道課７ 台、 下水道課４

台、 農業公社３ 台、 再生協議会３ 台)

財 政

効果額
12,920千円

A

公用車を 2台購入し 、 1台廃車し た。

 ４ 輪駆動車(軽自動車) ２ 台

議長 車は車両のモデルチェ ンジがあり 、 発注が遅

れたため1月に契約し たが、 納車は令和5年度に

延期と なっ た。

※市保有公用車： １ １ 8台

う ち一括管理： 92台(安全安心課管理車２ 1台と

ス ポーツ ト ラ ク タ ー２ 台を除く )

※庁舎配置公用車： 62台

 (その他配置車両： 水道課７ 台、 下水道課４

台、 農業公社３ 台、 再生協議会３ 台)

財 政

効果額

R4

       ⇓

市保有公用車：

116台（ う ち一括

管理： 84台）

○更新計画の見直

し

公用車更新計画期間（ 2018～

2022） に基づき 、 ５ 年間は現状を

維持し たま ま 、 老朽化し た車両の

更新を 行いつつ、 適正管理に努め

る 。

ま た、 今年度が公用車更新計画期

間の末年のため、 次期計画を作成

する 。

【 ２ ０ ２ ２ 年度計画】

議長 車が１ ９ 年目を迎える ため、

ワ ゴン車に更新する 。

ま た、 一括管理の公用車のう ち、

老朽化の進んでいる ２ 台を 軽自動

車(バン)に更新する 。

R3

    ⇓

市保有公用車：

116台（ う ち一括

管理： 84台）

公用車更新計画期間（ 2018～

2022） に基づき 、 ５ 年間は現状を

維持し たま ま 、 老朽化し た車両の

更新を 行いつつ、 適正管理に努め

る 。

ま た、 災害発生時に現場確認など

を行える よ う 四輪駆動車（ 軽自動

車） の導入を 進める 。

【 ２ ０ ２ １ 年度計画】

災害発生時に現場確認や物資運搬

など を 行える よ う 四輪駆動車（ 軽

自動車） ２ 台を 購入する 。

ま た、 一括管理の公用車のう ち、

老朽化の進んでいる ２ 台を 軽自動

車(バン)に更新する 。

課題
市有公用車は全体的に老朽化が進んでおり 、 更新計画に基づく 公用車台数の現状維持

が困難な状況であり ま す。実施

項目

公用車・ 駐車場の

適正管理

内容

公用車更新計画に基づく 計画的な車両の更新を 行い、 公用車の安全な運行を 確保する

と と も に、 環境負荷の低減を 実現する ためハイ ブリ ッ ド 車や電気自動車など と 併せ最

新の安全基準を 満たし た車両の積極的な導入を 進めま す。

取組内容 進捗状況

R2

  実施

市保有公用車：

116台（ う ち一括

管理： 84台）

公用車更新計画期間（ 2018～

2022） の5年間は、 台数を 現状維

持し たま ま 、 老朽化し た車両の入

れ替えを 行いつつ適正管理に努め

る 。

ま た、 災害発生時に現場確認など

を行える よ う 四輪駆動車（ 軽自動

車） の導入を 進める 。

【 ２ ０ ２ ０ 年度計画】

避難所にて緊急電源と し て配備が

可能なＥ Ｖ 車（ 電気自動車） を ２

台購入する 。
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A

公用車を 5台購入し 、 3台廃車し た。

 軽自動車(バン) 3台

 軽自動車(ト ラ ッ ク ) 1台

 議長 車(ワ ゴン) １ 台

 旧議長 車は官公庁オーク ショ ンにて220,500円

で売却し た。

※市保有公用車： １ 20台

う ち一括管理： 94台(安全安心課管理車２ 1台と

ス ポーツ ト ラ ク タ ー２ 台を 除く )

※庁舎配置公用車： 62台

 (その他配置車両： 水道課７ 台、 下水道課４

台、 農業公社３ 台、 再生協議会３ 台)

財 政

効果額
220千円

A

公用車を ３ 台購入し １ 台廃車し た。

 軽自動車 ２ 台

 軽ト ラ ッ ク  １ 台

 ト ラ ッ ク を 官公庁オーク ショ ンにて610,000円

で売却し た。

※市保有公用車： １ 22台

う ち一括管理： 96台(安全安心課管理車２ 1台と

ス ポーツ ト ラ ク タ ー２ 台を 除く )

※庁舎配置公用車： 6４ 台

 (その他配置車両： 上下水道局１ ０ 台、 農業公

社３ 台、 再生協議会３ 台)

財 政

効果額
610千円

財 政

効果額

R6 ⇓

第二次公用車更新計画期間（ 2023

～2027） に基づき 、 ５ 年間は現状

を維持し たま ま 、 老朽化し た車両

の更新を 行いつつ、 適正管理に努

める 。

【 ２ ０ ２ ４ 年度計画】

一括管理の公用車のう ち、 老朽化

の進んでいる 4台を更新する 。

軽自動車(バン) 2台

R7 ⇓

第二次公用車更新計画期間（ 2023

～2027） に基づき 、 ５ 年間は現状

を維持し たま ま 、 老朽化し た車両

の更新を 行いつつ、 適正管理に努

める 。

【 ２ ０ ２ ５ 年度計画】

一括管理の公用車のう ち、 老朽化

の進んでいる 2台を更新する 。

小型自動車(バン) ２ 台

R5

第二次公用車更新

計画を基に実施

市保有公用車：

118台

（ う ち一括管理：

92台）

第二次公用車更新計画期間（ 2023

～2027） に基づき 、 ５ 年間は現状

を維持し たま ま 、 老朽化し た車両

の更新を 行いつつ、 適正管理に努

める 。

【 ２ ０ ２ ３ 年度計画】

一括管理の公用車のう ち、 老朽化

の進んでいる 4台を更新する 。

軽自動車(バン) 3台

軽自動車(ト ラ ッ ク ) 1台
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体系 3-4-1

所管課
企業経営課

上下水道課

年度 年度計画

Ａ

○重要給水施設配水管更新 L= 986ｍ

○水源整備（ 導水管布設）  L= 862ｍ

○配水管拡張更新

 拡張 L= 1,866m

 更新 L= 4,246m

○配水施設更新

 イ ンバータ ー更新

○Ｐ ａ ｙ Ｐ ａ ｙ 支払い導入 ５ 月

 督促、 訪問を行い徴収率の向上に努めた。

 徴収率： 97.8％

財 政

効果額

A

○南河内第２ 配水場電気機械設備更新

・ 機械設備、 電気設備、 井戸洗浄

○南河内第７ 号井ポンプ更新

・ 機械設備

○水源整備（ 導水管布設）  L= 846ｍ

○配水管拡張更新

 拡張 L＝1,264ｍ

 更新（ 布設替）  L= 7,355ｍ

〇督促、 訪問を行い徴収率の向上に務めた。

 徴収率： 98.1％

財 政

効果額

A

〇水源整備

 南河内第12号水源施設及び場内整備

〇配水管拡張及び更新

 拡張（ 新  設） L＝ 635ｍ

 更新（ 布設替） L＝6,823ｍ

〇督促、 訪問を行い徴収率の向上に務めた。

 徴収率： 97.9％

財 政

効果額

R4

○水源整備

○配水管更新

 徴収率： 98.7％

事業計画については次のと おり 予定し

ている 。

〇水源整備

 南河内第12号井電気機械

 設備新設

〇配水管拡張更新

 拡張 L= 130ｍ

 更新（ 布設替）  L= 8,010ｍ

〇督促、 訪問を行い徴収率の向上に努

める 。

R3

○南河内第2配水

場施設更新

○水源整備

○配水管更新

 徴収率： 98.6％

事業計画については次のと おり 予定し

ている 。

○南河内第２ 配水場

  電気機械設備更新

○南河内第７ 号井ポンプ更新

○水源整備（ 導水管布設）

 L= 830ｍ

○配水管拡張更新

 拡張 Ｌ ＝932ｍ

 更新（ 布設替）  Ｌ ＝9,468ｍ

○督促、 訪問を行い徴収率の向上に努

める 。

課題
水道施設の老朽化が進む一方で、 人口減少によ る 給水収益の減少は避けら れない状況

にあり ま すが、 財源確保し つつ計画的に施設更新を行っていく 必要があり ま す。実施

項目

水道事業の安定給

水の確保と 経営の

安定化

内容

「 水道施設整備基本計画」 に基づき 施設等の整備・ 更新を実施し 、 安全で安定し たお

いし い水の供給を図る と と も に、 「 水道事業経営戦略」 に基づく 健全な財政運営によ

る 経営の安定化を目指し ま す。

ま た、 水道料金の滞納対策と し て督促や訪問を行い、 徴収率の向上に努めま す。

取組内容 進捗状況

R2

○重要給水施設配

水管更新

L= 1,212ｍ

○水源整備

○配水管更新

 徴収率： 98.5％

事業計画については次のと おり 予定し

ている 。

○重要給水施設配水管更新

 L= 950ｍ

○水源整備（ 導水管布設）

 L= 1,502ｍ

○配水管更新（ 布設替）

 L= 2,630m

○配水施設更新

 イ ンバータ ー更新

○Ｐ ａ ｙ Ｐ ａ ｙ 支払い導入や督促、 訪

問を行い徴収率の向上に努める 。

104



進捗状況報告書

A

〇水源整備

 石橋地区井戸新設

  ・ 掘削深度180.50ｍ

   ス ト レ ーナー有効長 30ｍ

 石橋第10水源施設設備更新

  ・ 機械設備、 電気設備

 南河内第1水源施設設備更新

  ・ 機械設備、 電気設備、 井戸洗浄

〇配水管拡張及び更新

 拡張（ 新  設） L＝1,082ｍ

 更新（ 布設替） L＝2,680ｍ

〇督促、 訪問を行い徴収率の向上に務めた。

 徴収率： 98.0％

財 政

効果額

A

○水源整備

 国分寺第10水源施設設備更新

  ・ 機械設備、 電気設備、 井戸洗浄

 南河内第2水源施設設備更新

  ・ 機械設備、 電気設備、 井戸洗浄

○配水管拡張及び更新

 拡張（ 新  設） L＝1,955ｍ

 更新（ 布設替） L＝4,040ｍ

○督促、 訪問を行い徴収率の向上に務めた。

 徴収率： 97.9％

財 政

効果額

財 政

効果額

R6

       ⇓

 徴収率： 98.9％

事業計画については次のと おり 予定し

ている 。

〇水源整備

 国分寺第10水源施設設備更新

 南河内第2水源施設設備更新

〇配水管拡張及び更新

 拡張（ 新  設）  L= 3,285m

 更新（ 布設替）  L= 3,508ｍ

〇督促、 訪問を行い徴収率の向上に努

める 。

R7

       ⇓

 徴収率： 99.0％

事業計画については次のと おり 予定し

ている 。

〇水源整備

 石橋第2配水区新設井掘削

 石橋第14水源施設設備設置

 石橋第１ 配水場残塩計・ 濁度計修繕

〇配水管拡張及び更新

 拡張（ 新  設）  L= 1,350m

 更新（ 布設替）  L= 1,765ｍ

〇督促、 訪問を行い徴収率の向上に努

める 。

R5

       ⇓

 徴収率： 98.8％

事業計画については次のと おり 予定し

ている 。

〇水源整備

 石橋地区井戸新設

 石橋第10水源施設設備更新

 南河内第1水源施設設備更新

〇配水管拡張及び更新

 拡張（ 新  設）  L= 2,949m

 更新（ 布設替）  L= 4,656ｍ

〇督促、 訪問を行い徴収率の向上に努

める 。
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体系 3-4-2

所管課
企業経営課

上下水道課

年度 年度計画

Ａ

・ 「 下野市公共下水道ス ト ッ ク マネジメ ント

計画」 を策定し た。

・ 汚水処理施設整備を南河内・ 国分寺・ 石橋

地区で概ね計画通り 実施し た。

［ 公共下水道］

整備延長  約L= 3.0km

［ 特定環境保全公共下水道］

整備延長  約L= 1.3km

徴収率： 98.0％

財 政

効果額

A

・ 「 下野市公共下水道ス ト ッ ク マネジメ ント

計画」 に基づき 、 計画的な点検・ 調査を実

施。 （ 履行延長  約L= 38ｋ ｍ）

・ 汚水処理施設整備を南河内・ 国分寺・ 石橋

地区で概ね計画通り 実施し た。

［ 公共下水道］

整備延長  約L= 3.0km

［ 特定環境保全公共下水道］

整備延長  約L= 1.3km

徴収率： 98.1％

財 政

効果額

A

・ 「 下野市公共下水道ス ト ッ ク マネジメ ント

計画」 に基づき 、 計画的な点検・ 調査を実

施。 （ 履行延長  約L= 18ｋ ｍ）

・ 汚水処理施設整備を南河内・ 国分寺・ 石橋

地区で概ね計画通り 実施し た。

［ 公共下水道］

整備延長  約L= 2.5km

［ 特定環境保全公共下水道］

整備延長  約L= 0.7km

徴収率： 97.9％

財 政

効果額

R4

       ⇓

 徴収率： 99.45％

・ 「 下野市公共下水道ス ト ッ ク マ

ネジメ ント 計画」 に基づき 、 計画

的な点検・ 調査を実施し 、 効率的

かつ効果的な維持管理を推進。

（ 履行延長  約L= 15ｋ ｍ）

・ 汚水処理施設整備を南河内・ 国

分寺・ 石橋地区で実施。

［ 公共下水道］

整備延長  約L= 3.3km

［ 特定環境保全公共下水道］

整備延長  約L= 0.4km

R3

       ⇓

 徴収率： 99.40％

・ 「 下野市公共下水道ス ト ッ ク マ

ネジメ ント 計画」 に基づき 、 計画

的な点検・ 調査を実施し 、 効率的

かつ効果的な維持管理を推進す

る 。

・ 汚水処理施設整備を南河内・ 国

分寺・ 石橋地区で実施。

［ 公共下水道］

整備延長  約L= 3.8km

［ 特定環境保全公共下水道］

整備延長  約L= 1.4km

課題

早期の汚水処理施設の概成を目指し 推進し ている 一方で、 施設の老朽化によ る 改

修、 維持補修費の増加が見込ま れま す。

ま た、 人口減少によ り 使用料収入の大き な伸びは期待でき ず、 財源を確保し つつ計

画的に施設整備を行っていく 必要があり ま す。
実施

項目

下水道事業の健全経

営の推進

内容

「 下野市生活排水処理構想」 に基づき 、 経済比較を基本に地域の状況に応じ た各種

汚水処理施設の整備を推進する と と も に、 「 下水道事業経営戦略」 に基づき 健全経

営を推進し ま す。

ま た、 使用料収入の滞納対策と し て督促や訪問を行い、 徴収率の向上に努めま す。

取組内容 進捗状況

R2

○施設の維持管理

○汚水処理施設の整

備

 徴収率： 99.35％

・ 施設の計画的かつ効率的な維持

管理なら びに改築・ 更新の平準化

を図る ため、 「 下野市ス ト ッ ク マ

ネジメ ント 計画」 を策定する 。

・ 汚水処理施設整備を南河内・ 国

分寺・ 石橋地区で実施。

［ 公共下水道］

整備延長  約L= 3.4km

［ 特定環境保全公共下水道］

整備延長  約L= 1.9km
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A

・ 「 下野市公共下水道ス ト ッ ク マネジメ ント

計画」 に基づき 、 計画的な点検・ 調査を実

施。 （ 履行延長  約L= 14ｋ ｍ）

・ 汚水処理施設整備を南河内・ 国分寺・ 石橋

地区で概ね計画通り 実施し た。

［ 公共下水道］

整備延長  約L= 1.6km

［ 特定環境保全公共下水道］

整備延長  約L= 1.11km

徴収率： 98.0％

財 政

効果額

A

○「 下野市公共下水道ス ト ッ ク マネジメ ント

計画」 に基づき 、 計画的な点検・ 調査を実

施。 （ 履行延長  約L= 7.5ｋ ｍ）

○汚水処理施設整備を南河内・ 国分寺・ 石橋

地区で概ね計画通り 実施し ている 。 未完了箇

所についても 、 繰越事業で実施し ている 。

［ 公共下水道］

整備延長  約L= 0.7km

［ 特定環境保全公共下水道］

整備延長  約L= 1.1km

○徴収率： 98.0％

財 政

効果額

財 政

効果額

R6

       ⇓

 徴収率： 99.55％

・ 「 下野市公共下水道ス ト ッ ク マ

ネジメ ント 計画」 に基づき 、 計画

的な点検・ 調査を実施し 、 効率的

かつ効果的な維持管理を推進。

・ 汚水処理施設整備を南河内・ 国

分寺・ 石橋地区で実施。

［ 公共下水道］

整備延長  約L= 1.3km

［ 特定環境保全公共下水道］

整備延長  約L= 2.9km

R7

       ⇓

 徴収率： 99.55％

○「 下野市公共下水道ス ト ッ ク マ

ネジメ ント 計画」 に基づき 、 計画

的な点検・ 調査を実施し 、 効率的

かつ効果的な維持管理を推進。

○汚水処理施設整備を南河内・ 国

分寺・ 石橋地区で実施。

［ 公共下水道］

整備延長  約L= 2.4km

［ 特定環境保全公共下水道］

整備延長  約L= 2.5km

○督促、 訪問を行い徴収率の向上

に努める 。

R5

       ⇓

 徴収率： 99.50％

・ 「 下野市公共下水道ス ト ッ ク マ

ネジメ ント 計画」 に基づき 、 計画

的な点検・ 調査を実施し 、 効率的

かつ効果的な維持管理を推進。

・ 汚水処理施設整備を南河内・ 国

分寺・ 石橋地区で実施。

［ 公共下水道］

整備延長  約L= 2.9km

［ 特定環境保全公共下水道］

整備延長  約L= 1.0km
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体系 3-4-3

所管課 農政課

年度 年度計画

A

農地中間管理機構の有効活用については、 経営転

換（ リ タ イ ヤ・ 規模縮小） を 図る 農家や農地耕作

条件改善事業と 連携し 約33haを 機構に貸し 付

け、 担い手への集積を 行っ た。

市民農園については、 現在、 100％の利用率と

なっている 。 ま た、 例年実施し ている 生産者と 消

費者の交流事業と し ての農産物収穫体験事業（ 田

植え、 稲刈り 、 芋掘り ） や市民農園ま つり につい

ては、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症の影響で中止と

なった。

財 政

効果額

A

農地中間管理機構の有効活用については、 経営転

換（ リ タ イ ヤ・ 規模縮小） を 図る 農家や農地耕作

条件改善事業と 連携し 令和３ 年度は約18haを機

構に貸し 付け、 担い手への集積を行っ た。

市民農園については、 現在、 100％の利用率と

なっている 。 ま た、 例年実施し ている 生産者と 消

費者の交流事業と し ての農産物収穫体験事業（ 田

植え、 稲刈り ） や市民農園ま つり については、 新

型コ ロ ナウ イ ルス 感染症の影響で中止と なっ た

が、 里芋・ 秋じ ゃがいも 収穫体験は実施する こ と

が出来た。

財 政

効果額

A

農地中間管理機構の有効活用については、 経営転

換（ リ タ イ ヤ・ 規模縮小） を 図る 農家や農地耕作

条件改善事業と 連携し 令和４ 年度は約14haを機

構に貸し 付け、 担い手への集積を行っ た。

市民農園については、 現在、 100％の利用率と

なっている 。

農産物収穫体験事業（ 田植え、 稲刈り ） や市民農

園ま つり については、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症

の影響で中止と なっ たが、 里芋・ 秋じ ゃがいも 収

穫体験は実施し た

財 政

効果額

R4 ⇓

農地バンク 事業を活用し 、 経営転

換（ リ タ イ ヤ・ 規模縮小） を 図る

農家や農地耕作条件改善事業と 連

携し 、 担い手への農地集積を 推進

し ていく 。

市民農園の利用率の維持、 生産者

と 消費者の交流事業である 農産物

収穫体験事業（ 田植え、 稲刈り 、

芋掘り ） や市民農園ま つり につい

ても 効率的な運営を 図っ ていく 。

R3 ⇓

農地バンク 事業を活用し 、 経営転

換（ リ タ イ ヤ・ 規模縮小） を 図る

農家や農地耕作条件改善事業と 連

携し 、 担い手への農地集積を 推進

し ていく 。

市民農園の利用率の維持、 生産者

と 消費者の交流事業である 農産物

収穫体験事業（ 田植え、 稲刈り 、

芋掘り ） や市民農園ま つり につい

ても 効率的な運営を 図っ ていく 。

課題
農地バンク 事業を 活用し た人・ 農地プラ ンに基づく 農地の集積・ 集約を 推進する 必要

があり ま す。実施

項目

（ 公財） 下野市

農業公社の活性

化

内容

農地バンク 事業を 活用し 、 経営転換（ リ タ イ ヤ・ 規模縮小） を 図る 農家や農地耕作条

件改善事業と 連携し て担い手への農地集積を 目指し ま す。

指定管理し ている 市民農園の利用率の維持、 生産者と 消費者の交流事業である 農産物

収穫体験事業（ 田植え、 稲刈り 、 芋掘り ） や市民農園ま つり を 支援し ま す。

取組内容 進捗状況

R2 実施

農地バンク 事業を活用し 、 経営転

換（ リ タ イ ヤ・ 規模縮小） を 図る

農家や農地耕作条件改善事業と 連

携し 、 担い手への農地集積を 推進

し ていく 。

市民農園の利用率の維持、 生産者

と 消費者の交流事業である 農産物

収穫体験事業（ 田植え、 稲刈り 、

芋掘り ） や市民農園ま つり につい

ても 効率的な運営を 図っ ていく 。
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A

農地中間管理機構の有効活用については、 経営転

換（ リ タ イ ヤ・ 規模縮小） を 図る 農家や農地耕作

条件改善事業と 連携し 令和5年度は約43haを機構

に貸し 付け、 担い手への集積を行っ た。

市民農園については、 現在、 100％の利用率と

なっている 。

ま た、 生産者と 消費者の交流事業と し て、 農産物

収穫体験事業（ 田植え、 稲刈り 、 芋掘り ） や市民

農園ま つり を開催し た

財 政

効果額

A

農地中間管理機構の有効活用については、 経営転

換（ リ タ イ ヤ・ 規模縮小） を 図る 農家や農地耕作

条件改善事業と 連携し 令和6年度は約30haを機構

に貸し 付け、 担い手への集積を行っ た。

市民農園については、 現在、 100％の利用率と

なっている 。

ま た、 生産者と 消費者の交流事業と し て、 農産物

収穫体験事業（ 田植え、 稲刈り 、 芋掘り ） や市民

農園ま つり を開催し た。

財 政

効果額

財 政

効果額

R6 ⇓

農地バンク 事業を活用し 、 経営転

換（ リ タ イ ヤ・ 規模縮小） を 図る

農家や農地耕作条件改善事業と 連

携し 、 担い手への農地集積を 推進

し ていく 。

市民農園の利用率の維持、 生産者

と 消費者の交流事業である 農産物

収穫体験事業（ 田植え、 稲刈り 、

芋掘り ） や市民農園ま つり につい

ても 効率的な運営を 図っ ていく 。

R7 ⇓

農地バンク 事業を活用し 、 経営転

換（ リ タ イ ヤ・ 規模縮小） を 図る

農家や農地耕作条件改善事業と 連

携し 、 担い手への農地集積を 推進

し ていく 。

市民農園の利用率の維持、 生産者

と 消費者の交流事業である 農産物

収穫体験事業（ 田植え、 稲刈り 、

芋掘り ） や市民農園ま つり につい

ても 効率的な運営を 図っ ていく 。

R5 ⇓

農地バンク 事業を活用し 、 経営転

換（ リ タ イ ヤ・ 規模縮小） を 図る

農家や農地耕作条件改善事業と 連

携し 、 担い手への農地集積を 推進

し ていく 。

市民農園の利用率の維持、 生産者

と 消費者の交流事業である 農産物

収穫体験事業（ 田植え、 稲刈り 、

芋掘り ） や市民農園ま つり につい

ても 効率的な運営を 図っ ていく 。
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体系 3-4-4

所管課 商工観光課

年度 年度計画

A

新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症拡大防止のた

め、 天平の花ま つり 等の大型イ ベン ト がす

べて中止になっ てし ま っ たこ と から 、 秋の

天平の芋煮会等の代替えイ ベン ト と し て、

コ ロ ナ禍でも 安心し て楽し める 分散型イ ベ

ン ト と し て、 TENPYO IMONI PRESENTS

「 芋に(煮)出会っ て！」 と 「 学ぼう ！遊ぼ

う ！食べよ う ！し も つけス タ ン プラ リ ー」

を 実施し た。

財 政

効果額

A

昨年に引き 続き 、 新型コ ロ ナウ ィ ルス 感染

症拡大防止のため、 天平の花ま つり 等の大

型イ ベン ト を すべて中止と し た。 市のPRな

ど 難し い状況ではあっ たが、 アニメ 「 サク

ラ ノ チカイ 」 に因んだキーワ ード ラ リ ーな

ど 、 小規模な周遊観光を 実施し 、 ７ ６ 名の

参加があっ た。 その他、 自主財源の確保に

向けて、 御朱印の桜バージョ ン である 「 下

野桜花印」 を 販売し 、 好評を 得ている 。

財 政

効果額

A

新型コ ロ ナウ ィ ルス 感染症の影響のなか、

第43回天平の花ま つり ・ 第25回天平の芋煮

会は中止と なっ たが、 第4回し も つけ燈桜会

（ 令和4年8月） 、 第44回天平の花ま つり

（ 令和5年3・ 4月） は、 感染症対策のう え開

催する こ と ができ た。 ま た、 「 かんぴょ う

グルメ コ レ ク ショ ン 」 「 芋煮出会っ て」 と

いっ た食べ歩き 企画を 実施し 、 市内店舗の

協力のも と 市特産料理の提供によ り 、 誘客

を 図っ た。 観光協会への来館者は、 イ ベン

ト の再開など も あり 、 年間6,146名、 前年度

比1,854名増と なっ た。

財 政

効果額

R3 ⇓

新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症拡大

状況を 考慮し ながら 、 イ ベン ト

開催を 検討する 。 ま た、 令和2

年に改訂し た下野市観光ガイ ド

ブッ ク に掲載し ている ウ ォ ーキ

ングモデルコ ース 等の活用な

ど 、 市内の周遊観光を 促す新た

な取組についても 検討する 。

課題
下野市を 知る 人・ 知ら ない人のいずれも 下野市へ呼び込むために、 観光施設や

観光イ ベン ト など の情報発信が必要と なり ま す。実施

項目

（ 一社） 下野市観光協会

の活性化

内容

（ 一社） 下野市観光協会においては、 組織強化を 図り 、 観光事業の効果的・ 効

率的な実施に取り 組むと と も に、 自主財源の確保に努めま す。

ま た、 観光協会と 行政の役割分担及び連携によ り 、 効果的にシティ ーセールス

を 図り ま す。

取組内容 進捗状況

R2

○観光事業の効果的、 効

率的な実施

○自主財源の確保努力

○効果的なシティ セール

ス

昨年8月に開催し た燈桜会を 継

続的に実施し 、 天平の花ま つ

り 、 芋煮会と 並ぶ市を 代表する

イ ベン ト と し ての定着を 図る 。

ま た、 アニメ フ ェ ス タ など のイ

ベン ト に出展し 、 「 サク ラ イ ノ

チカイ 」 を 通し た下野市のPR

を 引き 続き 実施する 。

R4 ⇓

観光協会事務所について、 配置

換え等によ り 、 利用者が入り や

すい環境を 整える 。 ま た、 事業

やPR方法については、 過去の

実績など を 精査のう え見直すこ

と と し 、 よ り 効果のある も のへ

と ブラ ッ シュ アッ プし ていく 。
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A

事業の取捨選択と 市全体の事業PRに取り 組

み、 第44回天平の花ま つり は期間や時間を

縮小し て再開し 、 約8万5千人の来場者と

なっ た。 第5回し も つけ燈桜会（ 令和5.7

月） では職員と ボラ ン ティ アの協力を 得て

実施し 、 約５ 千人の来場者と なっ た。 ま

た、 第26回天平の芋煮会は中止と なっ た

が、 市内8店舗の協力のも と 食べ歩き 企画の

「 芋煮出会っ て」 （ 令和5年11月） を 継続し

て実施し 、 誘客を 図っ た。

財 政

効果額

A

第45回天平の花ま つり はコ ロ ナ明けの機運

も あり 、 約15万人の来場者と なっ た。 第6回

し も つけ燈桜会（ 令和6.7月） では職員と ボ

ラ ン ティ アの協力を 得て実施し 、 約7千人の

来場者と なっ た。 ま た、 第27回天平の芋煮

会は5年ぶり の開催と なり 、 約4千人が来場

し た。

イ ベン ト 内で機会を 捉えてチラ シや観光ガ

イ ド ブッ ク を 配布し て次のイ ベント や市の

Ｐ Ｒ に努め、 Ｈ Ｐ やＳ Ｎ Ｓ での発信も 強化

し た。

財 政

効果額

財 政

効果額

R5 ⇓

当協会は、 法人化し て10年を 迎

え、 合併前から 継続し てき た事

業や事務のやり 方など を 見直

し 、 将来にわたり 持続可能な協

会運営及び事業運営へと 改善を

図る 。

R6 ⇓

本市の観光振興の推進を 図る こ

と を 目的に「 天平の花ま つり 」

など 各種の事業運営を 検討す

る 。 ま た、 各事業の機会を 捉え

てパン フ レ ッ ト 配布やポス タ ー

の掲示によ り 市のＰ Ｒ を 図る 。

R7 ⇓

花ま つり を 始め、 既存イ ベン ト

のブラ ッ シュ アッ プを 検討し 、

更なる 魅力の向上を 図っ てい

く 。

機会を 捉えて、 市のＰ Ｒ を 引き

続き 行っ ていく 。
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体系 3-4-5

所管課 生涯学習文化課

年度 年度計画

A

安全で効率的且つ施設の長 寿命化を 図る ため改

修工事を 実施し た。

・ 屋根改修工事

・ 多目的ホール天井改修工事

・ 空調改修工事

・ 電気設備改修工事

緊急事態宣言によ る 休館やコ ロ ナウ イ ルス 感染

症によ る 影響及び改修工事があっ たため開館日

数が例年の1/3と なっ ている 。

利用者数:15,720名

財 政

効果額

A

公益目的支出計画に基づき 、 事業内容の変更を

検討し た。 新規事業については、 新型コ ロ ナウ

イ ルス 感染症の影響によ り 例年の事業が復帰で

き ていないので、 推進には至ら なかっ た。

「 お菓子の家」 の事業者選定によ り 、 新たに

オープン し 、 利用者と 収益の拡大につながっ

た。

利用者数： 38,033名

財 政

効果額

A

安全性に配慮し 、 公園利用者に喜ばれる 遊具を

設置し た。 ま た、 適切な樹木管理のため、 枯れ

木の伐採を 実施し た。

・ 遊具等設置工事

・ 危険木伐採業務委託

利用者数： 151,280名

財 政

効果額

A

コ ロ ナ禍によ り 縮小し たイ ベン ト を 概ね以前実

施し ていた規模にま で戻り 、 入場者も 増えてき

ている 。 ま た、 昨年度更新を 実施し た遊具も 多

く の子供たちが利用し ている 。

【 利用者の多い主なイ ベント 】

・ グリ ム の森フ ェ ス ティ バル

・ 企画展（ 童話、 絵画）

利用者数： 171,607名

財 政

効果額

R4

⇓

利用者数：

162,600名

○検証・ 見直し

施設利用の活性化を 図る ため、 利

用ニーズのある 遊具等を プロ ポー

ザル方式にて設置し 、 公園利用者

の増進につなげる 。

公園利用者の安全のために、 危険

高木の選定及び伐採を 行い、 適正

な樹木管理を 行う 。

R5

⇓

利用者数：

165,100名

「 グリ ムの森・ グリ ム の館」 にお

ける 令和3年度～令和5年度ま での

指定管理者管理運営状況等を 検証

し 、 令和6年度以降の指定管理者

選定に向けた取り 組みを 推進す

る 。

コ ロ ナ感染症の対策が緩和さ れつ

つある 状況なので、 縮小し ていた

事業等を コ ロ ナ禍以前の状態に戻

し ていき 活性化を を 図る 。

R3

⇓

利用者数：

160,100名

施設利用の活性化を 図る ため、 利

用ニーズのある 事業内容に改善す

る 。 ま た、 新規事業への取り 組み

を 推進する 。

「 お菓子の家」 の事業者選定及び

効果的運用を 図り 、 相乗効果によ

る 利用者と 収益の拡大に努める 。

課題

グリ ムの館の利用拡大や集客力強化に向けて整備し た「 お菓子の家」 の効果的な運用

を 図る と と も に、 館の改修によ り 利便性を 高めていく 中で、 ソ フ ト 面での充実が求め

ら れま す。実施

項目

（ 一財） グリ ム

の里いし ばし の

活性化
内容

地域団体等と の連携やグリ ム独特の世界観を 効果的に活用する と と も に、 「 お菓子の

家」 のよ り 一層の活用、 グリ ム の館内の展示等の工夫、 魅力ある イ ベン ト 等の実施な

ど を 展開し 、 利用者と 収益の拡大に努めま す。

取組内容 進捗状況

R2

実施

利用者数：

157,600名

「 グリ ムの森・ グリ ム の館」 にお

ける 平成30年度～令和2年度ま で

の指定管理者管理運営状況等を 検

証し 、 令和３ 年度以降の指定管理

者選定に向けた取り 組みを 推進す

る 。

安全で効率的な利用が出来る よ う

屋根改修工事やホール等施設の改

修工事を 実施し 、 利便性の向上を

図る 。
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A

イ ベン ト 内容の工夫・ 見直し を 行い、 お菓子の

家や地域団体等と 連携し ながら 利用者の増加を

図っ た。

【 利用者の多い主なイ ベント 】

・ グリ ム の森フ ェ ス ティ バル

・ グリ ム ♪ミ ュ ージッ ク フ ェ ア

・ 企画展（ 童話、 絵画）

利用者数： 171,719名

財 政

効果額

財 政

効果額

R6

⇓

利用者数：

167,600名

施設を 活性化する ため、 利用者に

と っ て魅力のある 事業を 検討す

る 。 ま たお菓子の家についても 積

極的に活用し ながら 利用者の増加

を 図る 。

R7

⇓

利用者数：

170,000名

利用者にと っ て魅力のある 事業を

検討し 、 文化芸術に親し む機会を

広く 提供する 。 ま た姉妹都市締結

50周年記念の年であり 、 地域団体

等と 連携し ながら 利用者の増加を

図る 。
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